
第７次連結中期経営計画　基本方針

　2024年度の日本経済は、円安等による原材料価格の高騰が続きインフレが進行しましたが、前年度からの賃上
げを背景に一定の経済回復が見られました。2025年度も前年度並みの賃上げが続き、実質賃金の回復が見込ま
れます。国際社会では、ウクライナや中東情勢などの地政学的リスクが継続し、世界経済は不確実性が高い状態が
続いています。米国の政治的変動も世界経済に影響を与えており、今後の政策を注視する必要があります。
　これらの外部環境変化を受けて、エネルギーセキュリティの強化が求められており、石油は引き続き重要なエ
ネルギー資源であり、当面は石油製品がエネルギー需要の大きな比率を占めると想定されます。一方で、2024
年度には第7次エネルギー基本計画およびGX2040ビジョンの閣議決定など、政策面で大きな進展があり、長
期的には再生可能エネルギーをはじめとする脱炭素社会への取り組みが進むと予想されます。このような経営
環境を踏まえ、当社グループは現在、収益の柱であるOil領域の収益力を強化しつつ、長期的な視点で経済合
理性を見極めながら、New領域の拡充をめざしてまいります。

収益力の確保

製油所の高稼働、高効率操業の実現
マーケティングサイエンスによる燃料油販売の高度化
石油開発の生産量最大化

成長に向けたNew領域の拡充

グリーン電力サプライチェーン収益基盤確立
日本初の国産SAF量産化
EV化を見据えたモビリティ事業の拡充
機能化学品の収益拡大

三位一体の資本政策実現

積極的な株主還元の実施
複合的観点に基づく財務健全性の確保
安定した資本効率の実現

経営基盤の変革

HRX：人が活き人を活かす人材戦略の実践
DX  ： Digital CapabilityとChange Management

によるビジネスモデル変革
GX  ： カーボンネットゼロに向けたロードマップ実現

1 企業集団の現況に関する事項　
（１）対処すべき課題

事業報告（2024年4月1日から2025年3月31日まで）
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第7次中計 経営目標実績（2023年度および2024年度）
　当社は、第7次中計において企業価値向上をテーマとし、資本政策の基本方針を「株主還元・財務健全性･資
本効率のいずれも欠けることなく、三位一体で実行すること」としております。2024年度は、原油価格の下落に
より在庫影響がマイナスとなったものの、石油開発事業と石油事業が収益を牽引し、当社の実力を示す在庫影
響を除く連結経常利益は前年度を大きく上回り過去最高益を更新しました。総還元性向は３ヵ年累計で在庫影響
を除く純利益に対して60％以上という目標を掲げており、Oil領域の堅調な収益をベースに株主還元を実施して
おります。財務健全性については、石油化学事業の構造改革などにより一時的に自己資本が減少したものの、
2025年度は中計目標の達成をめざしてまいります。資本効率性については、堅調な収益を背景に2年連続で中
計目標のROE10%以上を達成いたしました。
　第7次中計の最終年度にあたる2025年度においても、目標達成に向けた取り組みを推進し、中長期的な企業
価値向上の実現をめざしてまいります。

2023年度
実績

2024年度
実績

2025年度
目標

株主還元

総還元性向
（在庫影響除き） 60% 58% 60%以上

（3カ年累計）

配当 300円/株 330円/株 330円/株以上

財務健全性 ネットD/Eレシオ 0.83倍
（自己資本6,012億円）

0.84倍
（自己資本5,848億円）

1.0倍
（自己資本6,000億円以上）

資本効率性

ROE
（在庫影響除き） 14.6% 13.4% 10%以上

ROIC
（在庫影響除き） 7.6% 6.9% 6%以上

収益性 経常利益
（在庫影響除き）

1,622億円
（当期純利益824億円）

1,816億円
（当期純利益792億円）

1,650億円以上
（当期純利益600億円以上）

将来投資 New領域への投資 195億円
※資産売却（165億円）考慮前

250億円
※2ヵ年累計 445億円

1,400億円
（3ヵ年累計）

コスモレポート2024 P.11：企業価値向上への取り組み
https://www.cosmo-energy.co.jp/content/dam/corp/jp/ja/ir/report/2024/pdf/report2024_all.pdf#page=12
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　当期も、引き続きOil事業の安全・安定操業と収益性の向上により
競争力を強化する一方、成長に向けたNew領域の拡充に取り組みま
した。具体的には、水素ステーションの2号店となる、岩谷コスモ水素
ステーション有明自動車営業所を開所しました。また、グリーン電力販
売の顧客網拡大を促進し、「コスモでんきビジネスグリーン」の導入施
設数が累計3,500施設を超えました。

岩谷コスモ水素ステーション 
有明自動車営業所

第7次連結中期経営計画 各施策の進捗

Oil事業
構造改善

石
油
精
製
販
売

石
油
開
発

そ
の
他

稼働最大化（整備日数短縮・計画外停止低減）

処理メリット・合理化の追求

マーケティングサイエンスによる燃料油販売の高度化

ヘイル油田増産

基礎化学品の事業構造改善

バレル当たりコストの低減

関係会社収益改善

New領域
収益拡大

稼働最大化
⃝ 全製油所で高度な自主保安体制確立 
（堺製油所でA認定取得）

⃝DX強化

ヘイル油田増産
⃝2024年12月末から本格的に増産開始

基礎化学品の事業構造改善
⃝丸善石油化学：エチレン生産最適化の決定
⃝HCP：HCP株式売却

SAF製造開始
⃝SAF生産開始

グリーン電力サプライチェーン構築
⃝陸上風力における発電能力拡充
⃝洋上風力における第3ラウンド入札見送り
⃝ グリーン電力販売の顧客網拡大・コーポレート

PPA活用

次世代エネルギーの取り組みおよびCCS・CCU
⃝ 岩谷産業株式会社との資本業務提携の進捗
⃝ JOGMEC公募事業「先進的CCS事業に係る設計

作業等」2件を受託

2023年度 2024年度 2025年度 2024年度の取り組み

SAF製造開始

グリーン電力サプライチェーンの収益拡大

機能化学品の収益拡大（半導体レジスト用樹脂 等）

次世代エネルギーの取り組みおよびCCS・CCU

2024年度の取り組み

石
油
化
学

事業報告（2024年4月1日から2025年3月31日まで）
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TOPICS
　当社グループは、岩谷産業株式会社、日揮ホールディングス株式会社、株式会社レボインター
ナショナル、合同会社SAFFAIRE SKY ENERGYと共同で、廃食用油を原料としたSAF製造につ
いて連携した取り組みを行っています。
　コスモ石油 堺製油所において建設していたSAF製造設備は、2024年12月25日に完工しまし
た。国内で発生する廃食用油を主な原料として、年間約3万KLのSAFを国内で供給予定です。こ
のSAFは、国際的な持続可能性認証である「ISCC CORSIA※1」を取得済みで、複数のエアライン
と供給契約を締結いたしました。
　また、将来に向けたさらなる一歩として、バイオエタノールを原料とするSAF-ATJ事業※2が経済
産業省の公募事業※3に採択されました。今後も、国産SAFを大規模供給するサプライヤーとして、
SAF事業を進めてまいります。
※1  SAFの利用によるGHG排出削減効果を主張するには、国際民間航空のためのカーボン・オフセットおよび削減スキーム（CORSIA：

Carbon Offsetting and Reduction Scheme for International Aviation）に基づき、国際民間航空機関（ICAO）が承認する
SCSによる認証が必要となります。CORSIAに基づくISCCによる認証がISCC CORSIA認証です。

※2  三井物産株式会社と共同で検討を実施している「Alcohol to Jet（ATJ）技術（アルコール（エタノール）を原料に触媒反応を通じ
てSustainable Aviation Fuel（SAF）を製造する技術）を活用した国産SAF製造事業」

※3  経済産業省が行う公募事業、令和6年度「脱炭素成長型経済構造移行推進対策費補助金（持続可能な航空燃料（SAF）の製造・供
給体制構築支援事業）」

SAF事業の取り組み

日本初の国産SAF量産化

SAF

　  2025年1月～複数の航空会社と契約締結

空港への搬入、 
エアラインへの販売

SAF販売

事業全体統括
装置設計・建設

用地・用役提供 
運転、製品混合

製造

2024年12月製造装置完工

収集

廃食用油収集

　  廃食油回収 
スキームに参画
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　Vision 2030および第7次中計の実現に向け、人材の育成・開発、組織風土、健康の各分野に
て具体的な取り組みを実施しています。

　人材の育成・開発では、2024年度は「経営人材」の育成に注力し、経営層に求める要件に基づいた人材の選
抜と育成を行っています。アセスメント等により各人の強み・弱みを分析したうえで人材カルテを作成し、個別の
育成方針に基づいた配置、教育を実施しています。タフアサインによる実務経験と、役員によるメンタリングや社
外研修への派遣を通じて個別の育成を行い、経営者として必要なスキルと高い視座の獲得をめざしています。経
営人材は、人材戦略委員会で経営層が人選し、育成状況を定期的にモニタリングし、成長を支援しています。人
的資本投資については、1人当たり16万円となり、前年度から3万円増加しました。

　組織風土では、あらゆる事業分野で変革・イノベーションを起こすにあた
り、ダイバーシティ＆インクルージョンを重要テーマとし、女性活躍を最優
先課題に取り組んでいます。第7次中計では採用にも力を入れ4年連続で、
新卒学卒女性採用比率の中計目標である50％以上を継続達成し、女性管
理職比率も7.6％まで上昇しました。2024年度は女性取締役による社内セ
ミナーを開催することで、社員へのサポート強化を始めました。また、全従
業員がそれぞれの属性、環境に応じて柔軟な働き方を選択可能な体制としています。
　健康分野では、コスモエネルギーグループとして健康経営の目的やめざすものを明確化した「健康経営戦略
マップ」の策定を行うとともに、KPIのモニタリングを実施しています。また、当社グループ各社が集う「健康経
営推進連絡会」を開催し、グループ全体で健康経営を推進しています。各社は、個別に健康増進に向けたプラ
ンを策定、PDCAを回す運用を本格的に開始しています。継続的な健康施策実施により、「健康経営優良法人
2025」に認定され、2019年から7年連続で認定を獲得して
います。
　さまざまな施策が連動し、エンゲージメント指数は62ポイン
トと、前年度から継続して2025年度目標を達成しています。

2023年度
実績

2024年度
実績

2025年度
目標

人的資本投資 13万円／人 16万円／人 18万円／人
エンゲージ 
メント指数 60ポイント 62ポイント 60ポイント以上

HRX

経営人材候補者向けに適性
や能力伸長の定期的な測
定・自己課題の振り返り

経営人材の選抜・育成プロセス

人材の選抜 強み・弱みの分析
（アセスメント） メンタリング・研修業務付与具体的な育成手段の

検討（人材カルテ）

人材カルテに個々の
育成情報を集約、育
成方針を策定

達成困難な高難易度
の業務へのアサイン

役員等によるメンター、
個別課題に応じた社外研修

経営人材の
継続的な輩出

取締役による社内セミナーの様子

事業報告（2024年4月1日から2025年3月31日まで）
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当社グループにおけるDX事例

　製油所のデータ統合基盤の整備を進め、デジタルツインを実装しました。操業に関する必要なデータのアクセ
ス性を高め、高稼働・高効率操業だけでなく、安全性の向上にも貢献しています。保全専用のデジタル計器室を
千葉製油所内で運用を開始しております。全製油所のセンサーデータについてリアルタイムで健全性を監視し、
遠隔で保全支援ができる環境づくりを進めています。
　上記のほか、業務のAIの活用推進、BIツールを用いたKPIの進捗管理等、データ活用の取り組み例も増加して
おり、より正確でスピーディーな意思決定や、業務の効率化をめざしてまいります。
　このような当社のDXの取り組みが評価され、経済産業省、東京証券取引所、独立行政法人情報処理推進機
構が共同で選定する、「デジタルトランスフォーメーション銘柄（DX銘柄）2025」に初めて選定されました。

DX 　競争力強化と新たな価値創造をテーマに、データ活用基盤の整備やデジタル人材の育成を進め
ています。2024年度は、研修プログラムだけでなく、各社のデジタル戦略実現をめざし、データ

活用することで現場課題を解決するプロジェクトを実施するなど、データ活用コア人材の育成を推進しました。グ
ループ各社でのデータ活用文化の展開および、データ活用の高度化が実現し、「コスモのDX」でめざすデータに
基づいたビジネス判断ができる体制を整えてきました。
　データ活用コア人材の育成については、2024年度実
績は980名と、2025年度目標の900名を前倒しで達成
しました。引き続き、グループ内でのデータ活用の拡充、
業務の改善活動、デジタルリテラシーの向上等に取り組
み、グループ全体のDX推進を図ってまいります。

2023年度
実績

2024年度
実績

2025年度
目標

データ活用
コア人材 389名 980名

（2ヵ年累計）
900名創出
（3ヵ年累計）
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GX 　エネルギーの安定供給の責任を果たしつつ、社会全体のカーボンニュートラル実現に貢献すべ
く、2050年にはScope3を含めたカーボンネットゼロをめざしております。

　GHG排出量削減につきましては省エネルギー施策の実施に加え、定期整備など装置稼働の影響により2013
年度比△20％（速報値）となりました。石油化学事業におけるエチレン製造装置の停止を含めた生産体制最適
化によって、今後、GHG排出削減も期待されます。

　製油所においては、高稼働を維持しつつ、排出量を削
減するために、CCSなどネガティブエミッション技術の活
用に取り組んでおります。

2023年度
実績

2024年度
実績

2030年
目標

GHG排出
削減※ △15% △20% △30%

※�GHG排出削減2013年度比（Scope1・2、削減貢献込み）� �
2024年度実績は速報値

CCSの取り組み

　2024年10月、独立行政法人エネルギー・金属鉱物資源機構（JOGMEC）が実施した令和6年度「先進的
CCS事業に係る設計作業等」に関する公募において、2件の受託が決定し、FS／FEEDの検討を開始しました。千
葉・堺の両製油所から排出されるCO2を分離・回収し、マレー半島沖に貯留する計画をしており、2026年度まで
のFID、2030年度までの事業開始に向け、バリューチェーン構築、関連技術検証の検討を進めてまいります。

千葉地区エチレン生産最適化に関するお知らせ�|�プレスリリース�|�コスモエネルギーホールディングス
https://www.cosmo-energy.co.jp/ja/information/press/2025/250401-02.html

CO2回収・貯留（CCS）の
イメージ図

名称 貯留地域 当社の 
回収拠点

貯留量 
（事業全体） 当社の役割

マレーシア
マレー半島沖北部CCS事業

マレーシア
マレー半島北東沖 千葉製油所 約300万t／年 CO2の�

分離・回収

マレーシア
マレー半島沖南部CCS事業

マレーシア
マレー半島東海岸沖 堺製油所 約500万t／年

CO2の�
分離・回収、
出荷

CO2回収前ガス CO2（気相） CO2（液相）

堺製油所

製油所等 CO2分離・回収 液化・一時貯蔵 CO2船舶輸送 地中へ圧入受入基地

CO2

パイプライン
桟橋

千葉製油所

マレーシアに輸送

マレー半島北東沖に貯留
(約300万t／年)

マレーシアに輸送

マレー半島東海岸沖に貯留
(約500万t／年)

CO2 CO2

CCS(Carbon�dioxide�Capture�and�Storage)

CO2

CO2

CO2貯留
CO2

事業報告（2024年4月1日から2025年3月31日まで）
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（２）事業の経過およびその成果
　当連結会計年度の業績につきましては、売上高は2兆7,999億円（前年差+703億円）、在庫影響除き経常利
益は1,816億円（前年差+194億円）となりました。
　これは、主に石油開発事業における円安の影響によるものです。左記の増益要因はございましたが、石油化
学事業における事業構造改善による特別損失の計上などにより親会社株主に帰属する当期純利益（在庫影響除
き）は792億円（前年差△32億円）となりました。

2024年度 2023年度 前年差

売上高 27,999 27,296 +703

経常利益 1,508 1,616 △108

経常利益（在庫影響除き） 1,816 1,622 +194

　石油事業　 926 913 +13

　石油化学事業 △50 △78 +28

　石油開発事業 824 683 +141

　再生可能エネルギー 13 28 △15

　その他 103 76 +27

親会社株主に帰属する当期純利益 577 821 △244

親会社株主に帰属する当期純利益
（在庫影響除き） 792 824 △32

原油価格（ドバイ）（$／B） 79 82 △3

為替レート（￥／$） 153 145 +8

単位：億円
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（3）主要な事業の内容

事業概要
石油事業は、コスモエネルギーグループの中核事業会社であるコスモ石油にて、主
に原油調達から石油製品の製造・物流・輸出入を行っています。
同じく中核事業会社であるコスモ石油マーケティングでは石油製品を含めたグルー
プ商品を法人・個人のお客様へ販売しています。

売上高 セグメント利益 （在庫影響除き）

2020

533

937

441

913 926

2021 2022 2023 2024 （年度）

石油事業

石油精製では製油所においてデータ統合基盤を構築し各種
データ連携と機能集約を実現しております。DXを強化するこ
とで更なる稼働率向上をめざしてまいります。
カーライフ事業では、データを用いて効率的な販売施策を実
施しております。2025年4月には公式アプリケーション【コス
モの公式】アプリをリニューアルし、お客様の利便性の向上
に取り組んでいます。

国内マージンが堅調に推移したことなどによりセグメント
利益（在庫影響除き）は926億円（前年差＋13億円）とな
りました。

業績 当期の取り組み

（億円）（億円）

2020 2021 2022 2023 2024

20,558 21,377
24,515 24,45625,069

（年度）

事業報告（2024年4月1日から2025年3月31日まで）
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事業概要
石油化学事業は、グループ会社である丸善石油化学にて、石油化学コンビナートに
おけるエチレンセンターとして、安定的に石油化学製品を供給しています。また、化
成品や半導体の製造工程で使用する機能化学品の製造も拡充しています。

石油化学事業

エチレン製造装置の稼働率向上による基礎化学品の競
争力強化に取り組んでおります。
また、半導体向けフォトレジスト用樹脂の能力増強によ
り、機能化学品の規模拡大を加速するなど、事業構造
改善を進めております。

エチレン等を中心に引き続き市況が低迷したことなどに
よりセグメント利益は△50億円（前年差＋28億円）とな
りました。

業績 当期の取り組み

（億円） （億円）

2020 2021 2022 2023 2024 （年度）

△33
38

△78

136

△50

3,045
3,594 3,618

4,402

3,402

2020 2021 2022 2023 2024 （年度）

売上高 セグメント利益 
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事業概要
石油開発事業は、グループ事業ポートフォリオのなかでも収益の柱であり、長年信
頼関係を築いてきたアラブ首長国連邦（UAE）アブダビ首長国を中心とする中東地
域において、既存権益鉱区での安全・安定操業を進めています。

石油開発事業

アブダビ石油を中心に安全・安定操業を継続しました。
アブダビ石油において2017年11月に生産を開始した
ヘイル油田では、水攻法（低下した油層圧力を回復させ
るため、油層内に水を圧入する攻法）を実施しており、
2024年12月末から本格的に増産を開始しました。今後
も増産を継続していきます。

当期の取り組み

円安影響などによりセグメント利益は824億円（前年差
＋141億円）となりました。

業績

売上高 セグメント利益 
（億円）（億円）

139

448

845
683

824

2020 2021 2022 2023 2024 （年度）2020 2021 2022 2023 2024 （年度）

604

910

1,380 1,278 1,346

事業報告（2024年4月1日から2025年3月31日まで）
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事業概要
再生可能エネルギー事業は、グループ会社であるコスモエコパワーにて、陸上風力発
電のサイト開発から発電所の設計・建設、操業・メンテナンスまで一貫して実施でき
る体制を構築しています。この強みを活かして陸上風力でのさらなる拡大を図るとと
もに、洋上での風力発電事業の法整備がなされるなか、積極的に洋上風力事業を進
めています。

再生可能エネルギー事業

コスモエコパワーの発電設備が順調な稼働を継続しま
した。2025年3月に新岩屋ウィンドパーク（青森県）が
FIT制度※に基づく商業運転を開始しました。複数の陸
上風力発電設備の建設を着実に実行しており、売電量
は590百万kWh（前年比△53百万kWh）、総発電出
力は320MWとなりました。引き続き拡大をめざしてま
いります。

※�再エネ普及をめざし、再エネで発電した電気を電力会社が一定価格で一
定期間買い取ることを国が約束する制度。

風況の悪化などによりセグメント利益は13億円（前年差
△15億円）となりました。

業績 当期の取り組み

（億円） （億円）

2020 2021 2022 2023 2024 （年度）

41
35

26 28

13

2020 2021 2022 2023 2024 （年度）

117
131 122

143 133
売上高 セグメント利益 
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事業報告（2024年4月1日から2025年3月31日まで）
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(4) 設備投資等の状況
　当連結会計年度の設備投資等は総額939億円であり、その主なものは次のとおりであります。
・石油事業

石油精製・出荷設備工事
サービスステーション新設・改造

・石油化学事業
生産設備工事

・石油開発事業
生産設備工事

・再生可能エネルギー事業
風力発電設備

(5) 資金調達の状況
　当連結会計年度中に総額100億円の第２回無担保社債および総額50億円の第３回無担保社債（グ
リーンボンド）を発行いたしました。
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(6) 重要な子会社および関連会社の状況（2025年３月31日現在）

会社名 資本金 当社の
議決権比率 主要な事業内容

（子会社） 億円 ％

コスモ石油株式会社 1 100.0 原油・石油製品の輸出入・精製・貯蔵・
販売等

コスモ石油マーケティング株式会社 10 100.0 石油製品販売、カーリース等

丸善石油化学株式会社 100 52.7 石油化学製品の製造・販売

コスモエネルギー開発株式会社 1 100.0 エネルギー資源開発事業の企画立案

アブダビ石油株式会社 128 64.4 原油の開発・生産・販売

コスモエコパワー株式会社 72 100.0 風力発電による売電事業等

（関連会社）
110 40.0 LPガスの製造、貯蔵、輸送、売買およ

び輸出入等ジクシス株式会社

① 重要な子会社および関連会社の状況

(注) 1. 当社の議決権比率には、子会社を通じた間接保有分を含んでおります。
2. HD Hyundai Cosmo Petrochemical Co., Ltd. （以下、「HCP」という）につきましては、2024年11月1日付で当社の子会社であるコス

モ石油株式会社が保有するHCPの全株式をHD Hyundai Oilbank Co., Ltd.に譲渡したため、重要な関連会社から除外いたしました。

② 企業結合の経過および成果
(企業結合の経過)
　当社グループは、前記①記載の重要な子会社および関連会社を含め、連結子会社34社（前期比

増減なし）、持分法適用会社25社（前期比増減なし）であります。
(企業結合の成果)
　当連結会計年度の連結売上高は２兆7,999億円となり、親会社株主に帰属する当期純利益は

577億円となりました。

③ その他の重要な企業結合の状況
　当社は2024年４月23日付で、岩谷産業株式会社との間で、資本業務提携契約を締結しており、
両社の企業価値向上に向け、協業関係を構築しております。
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２ 会社役員に関する事項
(1) 取締役の氏名等（2025年３月31日現在）

地位 氏名 担当 重要な兼職の状況
代表取締役会長 桐 山 　 浩
代表取締役社長
社長執行役員 山 田 　 茂

取締役
常務執行役員 竹 田 純 子

人事部、関連事業統括部、
サステナビリティ推進部
担当

取締役
常務執行役員 松 岡 泰 助

経営企画部、財務部、電力
事業統括部、新エネルギー
事業統括部担当

取締役 岩 根 茂 樹
ユアサM&B株式会社
上席顧問
岩谷産業株式会社 顧問

取締役 独立役員 井 上 龍 子

渥美坂井法律事務所・外国
法共同事業 オブ・カウン
セル
NSユナイテッド海運株式
会社 社外取締役
デジタルグリッド株式会社 
社外取締役

取締役 独立役員 栗 田 卓 也 三井住友信託銀行株式会社
顧問

取締役 独立役員 鈴 木 貴 子

エステー株式会社 会長
株式会社キングジム
社外取締役
富士フイルムホールディン
グス株式会社 社外取締役

取締役
(常勤監査等委員) 植 松 孝 之 共栄タンカー株式会社

社外取締役(監査等委員)

取締役
(監査等委員) 独立役員 高 山 靖 子

株式会社千葉銀行
社外取締役
横河電機株式会社
社外取締役

取締役
(監査等委員) 独立役員 浅 井 恵 一 サンフロンティア不動産株

式会社 社外取締役
取締役
(監査等委員) 独立役員 栗 山 年 弘
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地位 氏名 担当 重要な兼職の状況

常務執行役員
CDO ル ゾ ン カ 典 子

コーポレートDX戦略部、
コーポレートコミュニケーション部、
IT推進部担当

ユニ・チャーム株式会
社 社外取締役（監査等
委員）

常務執行役員 大 塚 宏 明 電力事業統括部、
新エネルギー事業統括部担当

常務執行役員 岩 井 智 樹 経理部、法務総務部担当
執行役員 若 尾 英 之 監査室長

(注) 1. 取締役　井上龍子氏、栗田卓也氏および鈴木貴子氏ならびに取締役(監査等委員)　高山靖子氏、浅井恵一氏および栗山年弘氏は、社外取締役
であります。

2. 取締役　井上龍子氏、栗田卓也氏および鈴木貴子氏ならびに取締役(監査等委員)　高山靖子氏、浅井恵一氏および栗山年弘氏につきまして
は、東京証券取引所に独立役員として届け出ております。

3. 取締役　植松孝之氏は、常勤の監査等委員であります。常勤の監査等委員を選定している理由は、社内事情に精通した者が、重要な会議への
出席、日常的な情報収集、執行部門からの定期的な業務報告の聴取、内部監査部門等との密接な連携により得られた情報を監査等委員全員で
共有することを通じて、監査等委員会の実効性を高めるためであります。

4. 取締役　植松孝之氏は、当社において財務部門を長年担当し、財務および会計に関する相当程度の知識を有しております。
5. 会社役員の重要な兼職の状況は上表に記載のとおりでございます。なお、兼職先と当社との間に特別な関係はありません。

　　 6.  執行役員の氏名等は次のとおりです。(2025年４月１日時点) なお、兼職先と当社との間に特別な関係はありません。
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区分 支給人数
(名)

報酬等の額
(百万円)

基本報酬
(百万円)

業績連動報酬
(年次インセンティブ)

(百万円)

業績連動非金銭報酬
(中長期インセンティブ)

(百万円)
取締役（監査等委員を除く） 9 554 253 251 50
（うち社外取締役） (3) (43) (43) (-) (-)
取締役（監査等委員） 5 92 92 - -
（うち社外取締役） (3) (54) (54) (-) (-)
合計 14 647 346 251 50

(2) 取締役の報酬等
① 当事業年度に係る報酬等の総額

(注) 1. 上記の報酬等のうち、取締役(監査等委員である者を除く。)の報酬等の額には、当事業年度における業績連動報酬（年次インセンティブ）額
および当事業年度を評価対象期間に含む業績連動非金銭報酬（中長期インセンティブ）に係る費用計上額が含まれております。

2. 取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
3. 取締役（監査等委員である者を除く。）の金銭報酬の額は、2024年６月20日開催の第９回定時株主総会において年額10億円以内（うち、社

外取締役２億円以内）と決議しております（使用人兼務取締役の使用人分は含まない。）。当該株主総会終結時点で対象となる員数は、基本報
酬については取締役８名（うち、社外取締役３名）、年次インセンティブについては取締役４名（うち、社外取締役０名）としております。
また、同株主総会において金銭報酬とは別枠で、株式報酬制度において当社が拠出する金員の上限を対象期間ごとに10億円と決議しており
ます。中長期インセンティブについては執行役員も対象としているため、当該株主総会終結時点で本制度の対象となる取締役および執行役員
の員数は８名（取締役４名（うち、社外取締役０名）、取締役を兼務しない執行役員４名）であります。

4. 監査等委員である取締役の金銭報酬の額は、2024年６月20日開催の第９回定時株主総会において年額２億円以内と決議しております。当該
株主総会終結時点の監査等委員である取締役の員数は４名（うち、社外取締役は３名）です。

② 取締役の報酬等の内容の決定に関する事項
＜方針の決定方法＞

当社は、役員報酬制度の決定および運用プロセスにおける高度な独立性、および客観性と透明性
を確保することを目的として、浅井恵一独立社外取締役を委員長とし、高山靖子独立社外取締役、
井上龍子独立社外取締役、栗田卓也独立社外取締役および桐山浩代表取締役会長を委員とする、委
員の過半数が独立社外取締役により構成される指名・報酬委員会を設置しており、取締役の個人別
報酬等の決定方針は、指名・報酬委員会において毎期その妥当性を検証し、取締役会にて決定して
おります。
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＜方針概要＞
報酬制度の体系

取締役（社外取締役および監査等委員を除く。）に対する報酬体系は、①固定給としての基本報
酬、②単年度の業績（親会社株主に帰属する当期純利益（在庫影響除き）とESG目標への取り組
み）および個人業績に連動する年次インセンティブ報酬、③３事業年度における業績目標の達成度
等に応じて支給株式数が変動する中長期インセンティブ報酬から構成されております。報酬水準お
よび各報酬の構成比率については、社外コンサルタントが運営する「経営者報酬データベース」を
分析データとして用い、国内大手企業における役員報酬水準および報酬構成の最新状況との客観的
なベンチマーク分析に基づき妥当性を検証しております。具体的には、基本報酬の水準を国内大手
企業と比較して競争力のある水準としたうえで、役位上位者ほど各インセンティブ報酬の割合を高
めることで、経営責任の重さを役位毎の報酬構成割合に反映しております。

また当社の独立社外取締役および監査等委員である取締役の報酬は、業務執行を行わない立場か
らの監督の役割を適切に発揮する観点から、固定給としての基本報酬のみとしており、監査等委員
である取締役の個人別の報酬等の決定については、会社法第361条第３項の定めに従い、監査等委
員である取締役の協議により決定しております。

なお、基本報酬は月次で支給しており、年次インセンティブ報酬および中長期インセンティブ報
酬は毎年一定の時期に支給または基準ポイントを付与しております。

株式保有ガイドライン
すべてのステークホルダーの皆様との持続的な価値共有を図るため、当社グループの業務執行役員
を対象とする株式保有ガイドラインを定めております。具体的には、潜在的保有株式（中長期イン
センティブ報酬を通じて付与された基準ポイントの非業績連動部分）を含めて、当社の会長・社長
は当該役位就任後５年以内に年間基本報酬の1.5倍、その他の当社グループの業務執行役員は当該役
位就任後５年以内に年間基本報酬の同額に相当する基準保有価値を目指すこととしております。
＜ご参考＞

役員報酬ガバナンスを更に高める目的で、本年度中に取締役会にてマルス・クローバック条項
（報酬の没収・返還条項）を導入する予定であることを参考情報として補足いたします。

－ 40 －



事業報告（2024年4月1日から2025年3月31日まで）

2025/05/22 17:00:28 / 24178503_コスモエネルギーホールディングス株式会社_招集通知_電子提供措置用

会社役員に関する事項

＜当事業年度に係る取締役の報酬等の内容＞
総報酬の決定プロセスに関する事項

当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容は、指名・報酬委員会の答申を受けて、取締役
会が決定した役員報酬制度に基づき、当社の取締役会から委任を受けた指名・報酬委員会が個人別
の報酬額を決定しました。委任した権限は年次インセンティブ報酬における個人業績評価と連動す
る部分の評価結果を踏まえた個人別の報酬額の最終決定であり、委任した理由は経営者報酬・指名
の連携を図ることで当社役員の資質向上を促すためであります。なお、係る委任を受けた指名・報
酬委員会の委員長および委員は前述のとおりとなります。

当社は、委任した権限が適切に行使されるために講じた措置として、指名・報酬委員会の独立性
確保を前提としつつも包括的かつ実効的な審議を担保すべく、外部の指名・報酬コンサルタントを
活用して指名・報酬委員会に必要十分な客観情報を提供することに努めております。

取締役会はその決定にあたって、当事業年度にかかる個人別の報酬等の決定過程における指名・
報酬委員会の活動状況に鑑み、審議に必要十分な客観情報を収集したうえで、役員報酬制度の内容
と決定方針との整合性を含めた多角的な検討を行っていることから、当事業年度に係る取締役の個
人別の報酬等の内容がその決定方針に沿うものであると判断しました。

当社の年次インセンティブ報酬（「親会社株主に帰属する当期純利益（在庫影響除き）」と連動
する部分）および中長期インセンティブ報酬（業績連動部分）はいずれも法人税法上の「業績連動
給与」として設計しております。なお、当社および当社の各中核事業会社は、係る部分の算定方法
につき、当社の監査等委員会において監査等委員である取締役の過半数の賛成を得たうえで、当社
の取締役会および当社の各中核事業会社の取締役会において決議しております。
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③ 業績連動金銭報酬（年次インセンティブ報酬）に関する事項
年次インセンティブ報酬は、各事業年度の業績（親会社株主に帰属する当期純利益（在庫影響除

き）とESG目標への取り組み）ならびに経営者指名の観点を踏まえた個人業績に応じて、取締役
（社外取締役および監査等委員である者を除く。）が金銭の支給を受けることができる制度としてお
ります。当事業年度の親会社株主に帰属する当期純利益（在庫影響除き）の業績実績は、792億円
であり、個人別の支給額は、当該実績に基づき、あらかじめ定めた役位別の算式に従って算定され
た金額にESG目標への取り組みに対する評価および個人業績評価を反映した金額としております。

本制度に係るKPIは、親会社株主に帰属する当期純利益（在庫影響除き）は、在庫影響の変動とい
う特性を除いた石油業界における標準的な指標であり、社内外のステークホルダーに対して当社の
パフォーマンスを説明する際に広く用いていることを理由に業績指標（KPI）として選定しました。

単年度標準額の１割を設定するESG目標への取り組み評価と連動する部分は、当社のマテリアリ
ティに対して予め設定した非財務KPIの達成状況や取締役会およびサステナビリティ戦略会議による
評価結果を踏まえつつ、０～200％の範囲で算定される支給率を決定しました。

④ 業績連動非金銭報酬（中長期インセンティブ報酬）に関する事項
中長期インセンティブ報酬は、業績連動型株式報酬制度（以下「本制度」という。）であり、

2018年度より毎年、連続する３事業年度（以下「評価対象期間」という。）を評価の対象とするイ
ンセンティブプランを設定しております。

本制度に係るKPIは、当社株主総利回り（TSR）の対東証株価指数（TOPIX）成長率および連結ネ
ット有利子負債比率（以下「連結ネットD/Eレシオ」という。）としております。当社TSRの対
TOPIX成長率は、当社ビジネスの性質上、市場要因による業績変動の影響を可能な限り排除でき、
経営努力の結果としての企業価値創造の巧拙を公平・公正に評価できるため、KPIとして選定しまし
た。また、連結ネットD/Eレシオは、第７次連結中期経営計画においても引き続き、中長期視点で
恒常的に健全経営を行っていくために早期に実現することを目標に掲げているため、KPIとして選定
しました。

当事業年度が評価期間終了事業年度となる2022年度から2024年度の3事業年度を評価対象期間
とする本制度について、2025年3月末時点での当社TSRの対TOPIX成長率は149％、連結ネット
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D/Eレシオは0.84倍であり、個人別の支給株式数は、2025年5月末の業績実績に基づき、あらかじ
め定めた役位別の算式に従って算定されます。
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